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                    代表者名  代 表 取 締 役 頭 取  齋 藤 一 雄 

                         （コード番号 8334 東証第１部） 

                    問合せ先  総 合 企 画 部 長  深 井 彰 彦 

                                                  （TEL 027－252－1111） 

 

新中期経営計画について 

 

群馬銀行（頭取 齋藤 一雄）は、２０１３年４月から２０１６年３月までの３年間を計

画期間とする「２０１３年 中期経営計画 Ｖ-プラン ～価値提案銀行への進化～」を策定

しましたので、お知らせいたします。 

 

１．計画の考え方・名称について 

当行では、「２００７年 中期経営計画 クオリティバンクへの挑戦（Ｑ-プラン）」から

「２０１０年 中期経営計画 クオリティバンクへの更なる挑戦（Ｑ-up８０）」にわたる

６年間において、サービス業の原点である「サービスの質の向上」に取り組み、この３

年間では「一味違うサービスを提供し、お客さまに選んでいただける銀行」をめざす企

業像に掲げ、諸施策を推進してきました。 

本計画では、これまで取り組んできた「サービスの質の向上」を継承しつつ、基本コ

ンセプトを「価値ある提案」へ進化させ、更なる競争力の確保に努めていきます。 

 

○ 基本コンセプト 

価値ある提案

Ｑ-プラン
2007年4月～2010年3月

クオリティバンク
への挑戦

Ｑ-up80
2010年4月～2013年3月

V-プラン
2013年4月～2016年3月

クオリティバンク
への更なる挑戦

価値提案銀行
への進化

価値ある提案活動の実践

サービスの質の向上への取組み
（６年間）

一味違うサービス

あらゆる場面で
質（Quality）の向上

○ 法人向けコンサルティング機能の強化

○ 個人向けマーケティングと
　　 　　　ダイレクトバンキングの拡充

 



 

 

 

２．計画でめざす企業像について 

本計画では、めざす企業像として「お客さまへ価値ある提案をしていく、地域のリー

ディングバンク」を掲げました。 

「価値ある提案」とは、お客さまのニーズを理解し、当行ならではの価値を提案する

ことです。地域金融機関として、常にお客さまの立場に立ち、課題とその解決策を見極

めていくことが重要であると認識し、お客さまに対し魅力ある提案を積極的に行ってい

きます。 

 

○ めざす企業像 

「お客さまへ価値ある提案をしていく、地域のリーディングバンク」 

 価値ある提案活動を実践し、お客さまサポートの充実を図ります。 

 経営基盤の強化と経営の効率化を追求し、自己資本充実と株主価値向上に取り組

みます。 

 提案力の強化に向けて人材を育成し、多様な人材活用により組織活力の向上を図

ります。 

 地域との信頼関係を深め、地域社会発展に向けて積極的に貢献します。 

 

 

 

３．計画における基本方針について 

本計画では、めざす企業像の実現に向けた基本方針として、「価値ある提案力の向上」

「経営基盤の強化と経営効率化の追求」、「人材育成の強化と組織活力の向上」、「地域社

会への貢献」の４つを掲げ、地域金融機関として、お客さま、株主さま、従業員、地域

の皆さまの期待に応えるよう努めていきます。 

 

○ 基本方針 

（１）価値ある提案力の向上 

 法人向けコンサルティング機能の強化 

－成長サポートの強化 

－海外展開ニーズへの対応 

－企業再生支援の充実 

 個人向けマーケティングとダイレクトバンキングの拡充 

－マーケティングの強化とコンサルティングの充実 

－ダイレクトバンキングの拡充 

 地域戦略の明確化と営業現場力の強化 

 貸出運用力の強化とフィービジネスの増強 

 



 

 

 

（２）経営基盤の強化と経営効率化の追求 

 ＩＴ戦略の強化とシステムインフラの整備 

 ローコストオペレーションの確立 

 リスクマネジメントの高度化 

 マーケット運用力の強化 

 自己資本充実と株主価値向上への取組み 

 

（３）人材育成の強化と組織活力の向上 

 提案力の強化に向けた人材育成 

 多様な人材活用による組織活力の向上 

 

（４）地域社会への貢献 

 地域経済活性化に向けた取組み 

 環境保全と社会貢献活動への取組み 

 

 

４．計画における基本戦略と主要施策について 

本計画では、基本方針を具現化させる９つの基本戦略として、営業戦略では、「法人向

け戦略」、「個人向け戦略」、「地域・チャネル戦略」、「マーケット運用戦略」、経営基盤戦

略では、「ＩＴ・事務戦略」、「経営管理・資本戦略」、「リスクマネジメント戦略」、「組織・

人材戦略」、「地域社会への貢献」を掲げ、諸施策を展開していきます。 

 

  ＜営業戦略＞ 

基本戦略 主要施策 

法人向け戦略 

成長支援や海外展開ニーズへの対応、企業再生支援の充実な

ど、企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の

強化により、企業サポートの充実を図ります。 

個人向け戦略 

取引や属性の変化を捉えたマーケティングの強化やライフス

テージに応じたコンサルティングの充実とともに、ダイレク

トバンキングの拡充により利便性の向上を図ります。 

地域・チャネル戦略 

有望マーケットへの経営資源の投入など地域戦略を明確化

し、効果的な営業態勢を構築するとともに、貸出運用力の強

化とフィービジネスの増強に努めます。 

マーケット運用戦略 

市場運用力の強化と資金調達力の安定化に努めるとともに、

アジアを中心とした貸出運用など新たな収益機会の取込みを

図ります。 

 

  



 

 

 

＜経営基盤戦略＞ 

基本戦略 主要施策 

ＩＴ・事務戦略 

ＩＴ戦略の強化やシステムインフラの整備を図るとともに、

業務プロセス改革により効率的な業務運営態勢の構築を図り

ます。 

経営管理・資本戦略 

収益力強化に向けてローコスト経営を追求し、自己資本比率

規制を踏まえた自己資本の充実、連結収益力向上や適時・適

切な株主還元による株主価値の向上に取り組みます。 

リスクマネジメント戦略 

コンプライアンスと顧客保護等管理態勢の充実、リスク管理

と内部監査態勢の高度化とともに、危機管理態勢の充実強化

を図り、リスクマネジメントの高度化に努めます。 

組織・人材戦略 

提案力の強化に向けて専門知識や実践力を備えた行員を育成

するとともに、女性活躍の推進や高齢者層の活躍支援により

組織活力の向上に努めます。 

地域社会への貢献 

地域経済活性化に向けて地域密着型金融を推進するととも

に、環境方針に基づく環境保全活動や文化・芸術・スポーツ

振興など社会貢献活動により地域社会へ貢献します。 

 

 

５．計画最終年度（２０１６年３月期）における計数目標 

 

 項 目 目 標 

成長性指標  リテール貸出末残（注１） ３５,２００億円 

 コア業務粗利益 ９６０億円 

 コア業務純益 ３６０億円 

収益性指標 

 当期純利益 １９０億円 

 コア業務純益ＲＯＡ ０.５％程度 効率性指標 

 ＯＨＲ（注２） ６２％程度 

健全性指標  連結普通株式等 Tier１比率 １３.５％程度 

（注１）リテール貸出末残 

＝中小企業貸出末残（地方公社、東京支店・大阪支店勘定を除く）＋個人貸出末残 

（注２）ＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益 

以上 

 


